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【資料】 
 
資料 1 インタビュー調査対象企業一覧 
 

略称 最重要拠点の展開国 最重要拠点の機能 国内調査 国外調査 業種 

A 社 中国・上海 販売 ○ ○ 製造業 
B 社 中国・上海 生産・販売 ○ ○ 製造業 
C 社 中国・上海 生産・販売 ○ ○ 製造業 
D 社 中国・上海 生産・販売  ○ 製造業 
E 社 中国・上海 生産・販売  ○ 製造業 
F 社 中国・華東 生産・販売 ○  卸・小売業 
G 社 中国・華南 生産・販売 ○  卸・小売業 
H 社 タイ 生産・販売 ○  製造業 
I 社 タイ 生産・販売 ○  製造業 
J 社 ベトナム 生産・販売 ○  製造業 
K 社 ベトナム 生産・販売 ○  製造業 
L 社 インド 生産・販売 ○  製造業 

 
 

略称 
最重要拠点の展開国 

撤退した拠点の展開国 

最重要拠点の機能 

撤退した拠点の機能
業種 継続/撤退 

KK 社 中国・上海 生産 製造  
HS1 社 中国・上海 生産・販売 製造  
SD 社 中国・華南 生産 製造  
TH 社 タイ 生産 製造  
SE 社 タイ 販売 製造  
NS 社 韓国 生産・販売 製造  

HS2 社 オーストラリア 生産・販売 製造  
SK 社 サウジアラビア 生産・販売 エンジニアリング  
JK 社 中国・上海 生産 製造 撤退 
TK 社 中国・華東 生産 製造 撤退 
UA 社 中国・華南 生産・販売 製造 撤退 
KD 社 中国・内陸 生産・販売 製造 撤退 
GK 社 韓国 コンサルティング コンサルティング 撤退 
ST 社 米国 販売 製造 撤退 
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資料 2 インタビュー調査対象企業プロフィール 
≪Ａ社≫ 

主な事業内容 
非破壊検査用品・機器の開発、製造及び販売 
印字装置・マーキング装置の開発、製造及び販売 

事業環境の認識 
非破壊検査機器の主力商品のカテゴリーにおける国内シェアは 10～20%。機器の

稼動に必要な消耗品の国内シェアは約 40%。 

事業の特徴 

機器と消耗品の双方を手がけている企業は他にはない。機器の価格競争力はあま

りないが、消耗品で利益を出している。また消耗品の販売のために顧客に頻繁に

コンタクトする機会が得られ、これが次の仕事へのきっかけとなっている。 
販売では代理店を活用しているが、機器は販売後のアフターフォローが必要なも

のであり、これは代理店ではなく自社から出て行っている。 

拠点設立の状況 

中国・華東 生産・販売機能（1995 合弁）→撤退（2009 合弁解消） 
中国・上海 販売機能（2006 独資） 
韓国    生産・販売機能（1997 合弁） 
タイ    販売機能（2005 合弁） 

 
≪Ｂ社≫ 

主な事業内容 住宅関連建設資材及び自動車部品の製造・販売 

事業環境の認識 
住設はそれぞれの製品のカテゴリーにおいて、多くの競合がある。 
自動車部品は品質に厳しいので、競争はあまり激しくない。 

事業の特徴 

少数特定の顧客との取引が大半を占めており、それらの顧客の要請に応える形で

これまで事業を拡大してきた。ただしそろそろ戦線が広がり過ぎているのではな

いかという観点で見直しが必要と感じている。 

拠点設立の状況 

中国・東北 生産機能（2003 独資） 
中国・華北 販売機能（2007 合弁） 
中国・上海 生産機能（2001 独資）販売機能（2006 合弁） 
米国    販売機能（2003 合弁） 
タイ    販売機能（2003 合弁） 

 
≪Ｃ社≫ 

主な事業内容 抵抗器、安全回路部品、ヒーター、センサー等の製造・販売 

事業環境の認識 

大手企業に幅広く納入し、主力製品のシェアは自動車、FA など分野を限定すると

60～70%となっている。家内工業的に生産できない製品ではなく、以前は同業の

零細事業者が数多くあったが、次第に品質などの理由により淘汰され、自社に集

中してきた。 

事業の特徴 

日本企業に納入する場合は、日本の設計部門の認定を得る必要があるため、海外

の企業と競合することはほとんどない。現地で販売する分も含めて営業活動はほ

とんど日本で行っており、海外拠点には営業職は置いていない。 
拠点設立の状況 中国・上海 生産・販売機能（合弁 2001） 
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≪Ｄ社≫ 

主な事業内容 建築金物・家具金物等の設計・開発・製造・販売。 
事業環境の認識 － 

事業の特徴 目下は直販形態を採用しており、代理店を活用していない。 

拠点設立の状況 

中国・華北 生産機能（1991 合弁） 
中国・上海 販売機能（1995 独資）、生産機能（1996 合弁） 
      生産機能（2001 独資） 

 
≪Ｅ社≫ 

主な事業内容 
自動車、自動二輪車、農業用機械、ガス、空調、電子、各種産業機械などの分野

向け機械部品の製造・販売 
事業環境の認識 主力製品のカテゴリーにおいては、90%強の国内シェアを占めている。 

事業の特徴 

自動二輪車、農業用機械、産業用機械など、大手と競合しない分野に注力してい

る。エンジン部品に関しては、特定部品の一貫製造や、複数部品の一社供給がで

きる強みがある。 
拠点設立の状況 中国・上海 生産・販売機能（2001 独資） 

 
≪Ｆ社≫ 

主な事業内容 
各種電線、ケーブル、電源コード、光ファイバーケーブル・機器、FPC、FFC の

販売。 

事業環境の認識 
国内では商社として活動している。 
自社の技術レベルは国内外とも決して強くはないと考えている。 

事業の特徴 
電線は量が多く、売上は大きくなるが、利幅は小さい。 
創業以来からの古い付き合いの取引先への依存度合いが比較的大きい。 

拠点設立の状況 

シンガポール 生産・販売機能（1987 独資）→生産機能撤退（1995） 
マレーシア  生産・販売機能（1988 独資） 
米国     販売機能（1988 独資） 
インドネシア 生産・販売機能（1997 独資） 
中国・華東  生産・販売機能（2002 合弁）→合弁解消・独資化（2009） 

 
≪Ｇ社≫ 

主な事業内容 紙パルプ、化学繊維、石油化学分野の原材料の販売並びに輸出入。 

事業環境の認識 
自社のような商社は海外製品などにより取扱い品目を増やすことはできるが、日

本国内の市場は縮小する傾向にある。現在の海外売上比率は 10%程度である。 

事業の特徴 

原材料は景気変動の影響を比較的受けにくい分野である。現状では自動車分野の

取引は少ない状況にある。 
 

拠点設立の状況 
マレーシア 販売機能（1997 合弁） 
中国・華南 生産・販売機能（2005 独資） 
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≪Ｈ社≫ 

主な事業内容 精密コイルばね・板ばね、プレス加工品関連商品の製造・販売。 

事業環境の認識 

エアゾール・ポンプ分野、自動車分野、建築・内装分野、家電分野などの取引が

ある。ばね製品全体の国内市場は今後縮小していくが、自社がターゲットとして

いる分野は当面は維持されるとみている。 

事業の特徴 

ばね製品は単価が安いのが特徴である。工程不良を発生させずにプレス機を長時

間連続稼動させることでコストを下げられる。そのためには金型調整など職人的

なスキルが必要であり、最低でも 3 年、一人前になるには 7～10 年必要である。 
拠点設立の状況 タイ    生産・販売機能（1996 独資） 

 
≪Ｉ社≫ 

主な事業内容 
自動車・オートバイ・建設機械・電車用のブレーキ部品、トランスミッション、

ギヤ等の製造・販売。 

事業環境の認識 
ブレーキ部品を生産している競合は少ない。主力商品の国内シェアは約 30%で 2
位。自社が進出しているタイには、トップシェアの企業は進出していない。 

事業の特徴 

安全性に大きく影響する製品なので、ひとつの製品を試作して、顧客企業の検査

を通すまで、かなりの期間がかかる。従ってひとつの生産拠点を設立してから軌

道に乗せるまで、比較的長期間かかる。 
拠点設立の状況 タイ    生産・販売機能（2008 合弁） 

 
≪Ｊ社≫ 

主な事業内容 
アクリル樹脂、塩ビ樹脂を使用したウィンドウディスプレイの製作及び機械彫刻、

金物、木工、樹脂成形などの受注生産。 

事業環境の認識 

アクリルの加工会社は都内だけでも 3,000 社あるといわれている。その大半はセ

ルロイドの加工から始まった家内工業的な零細事業者で、稼がなければならない

という切迫感はない。そのため近年、アクリル製品の価格が大きく下落し、その

あおりを受けている。 
事業の特徴 不況になると単価は下がるが、手作業でアクリル製品を作る仕事は減らない。 

拠点設立の状況 ベトナム  生産・販売機能（2006 独資） 
 
≪Ｋ社≫ 

主な事業内容 
軽寝具の真空包装加工・製造販売、繊維製品の真空包装、クッション類のノベル

ティー製造。 

事業環境の認識 

軽寝具の真空包装加工の技術は、当社のオリジナル技術なので競合相手がなく、

国内市場においても、海外市場においても、今後は販売先の拡販へ更に注力して

いくことで、事業の拡大を図っていける余地は大きいとみている。 

事業の特徴 

軽寝具の真空包装加工の技術は、米国の財団と当社が共同で開発してきたオリジ

ナル技術であり、高度な内容の機械となっている。そのため、この加工・製造の

機械の使用には技術スタッフの習熟が必要であり、仮に同様の機械だけを導入し
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ても、当社の製品と同等の品質を提供するのは難しいため、非常に競合差別化力

が高い点が事業の特徴となっている。 
また、この技術を使った真空包装加工の製品のメインの販売先は、百貨店やスー

パー等の流通企業であるが、最近は震災を初めとした自然災害時の避難施設の毛

布類等への応用により、自治体への販路開拓需要も生じてきている。 
拠点設立の状況 ベトナム  生産・販売機能（2002 独資） 

 
≪Ｌ社≫ 

主な事業内容 
プラスチックボトルの生産機、金型、付属機械、部品の企画・開発・製造及び販

売。 

事業環境の認識 

大手メーカーが参入しないニッチ市場である。競合はあまり多くない。 
現在、世界でボトル用 PET 樹脂の消費量の内訳はおおよそ北米 30%、欧州 30%、

アジア 20%で、日本の消費量は世界全体の約 3.8%である。 

事業の特徴 

機械には汎用性もあるが、比較的一品料理に近いため、契約時には仕様の詰めに

手間がかかる。また販売後もアフターサービスが必要である。従って商社など自

社以外の販売店に嫌われやすい。 
インドではインド国内で販売する製品を除き、半完成状態で日本に輸送し、日本

で仕上げてから出荷している。 

拠点設立の状況 

米国    販売機能（1980 独資） 
英国    販売機能（1983 独資） 
ドイツ   販売機能（1987 独資） 
シンガポール 販売機能（1993 独資） 
メキシコ  販売機能（1995 独資） 
タイ    販売機能（1995 独資） 
ブラジル  販売機能（1995 独資） 
インド   生産・販売機能（1997 独資） 
中国・上海 生産機能（1998 独資）販売機能（2003 独資） 
スペイン  販売機能（2004 独資） 
UAE    販売機能（2005 独資） 
インドネシア 販売機能（2006 独資） 

 
≪KK 社≫ 

主な事業内容 排ガス処理装置、脱臭設備、空調設備等の設計・製作・施工。 

拠点設立の状況 
タイ    生産機能（2001） 
中国・上海 生産機能（2003 独資） 

 
≪HS1 社≫ 

主な事業内容 木枠や合板を使用した梱包（機械類）事業及び配電盤製造など 

拠点設立の状況 中国・上海 生産・販売機能（2002 独資） 
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≪SD 社≫ 

主な事業内容 プラスチック成形精密金型及び治工具の設計並びに製作 

拠点設立の状況 
中国・華南 生産機能（2003 合弁） 
中国・香港 販売機能 

 
≪TH 社≫ 

主な事業内容 車載用ハーネスなど製造 

拠点設立の状況 
タイ    生産機能（1999 独資） 
中国・華南 （2006） 

 
≪SE 社≫ 

主な事業内容 遠心分離機（主として食品工業用）の製造販売 

拠点設立の状況 タイ    販売機能（2005 合弁） 
 
≪NS 社≫ 

主な事業内容 プラセンタ（胎盤）を利用した肝臓疾患用注射薬などの製造販売 

拠点設立の状況 
韓国    生産・販売機能（2004 合弁） 
マレーシア 販売機能 

 
≪HS2 社≫ 

主な事業内容 建築用テント構造物（膜材料等）の製造販売 

拠点設立の状況 

中国・華東   生産機能（1993） 
中国・内陸   生産拠点（2003） 
オーストラリア 生産・販売機能（2004 独資） 

 
≪SK 社≫ 

主な事業内容 上下水道施設及び環境保全・衛生施設の設計・施工 

拠点設立の状況 
中国      生産・販売機能（1995 合弁） 
サウジアラビア 生産・販売機能（2007 合弁） 

 
≪JK 社≫ 

主な事業内容 塗装用各種マスキング材料・養生シート製造 

拠点設立・撤退の状況 中国・上海   生産機能（2003 独資）→撤退（2004） 
 
≪TK 社≫ 

主な事業内容 食品機械（冷凍・冷却装置）製造 

拠点設立・撤退の状況 中国・華東   生産機能（合弁）→撤退（2008） 
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≪UA 社≫ 

主な事業内容 生コンクリート及びコンクリート製品の製造・販売 

拠点設立・撤退の状況 
中国・華南   生産・販売機能（1995 合弁）→撤退（2007） 
中国・上海   生産・販売機能（合弁）→撤退 

 
≪KD 社≫ 

主な事業内容 開閉器・制御機器・電子応用機器及び制御盤などの製造販売 

拠点設立・撤退の状況 
中国・内陸   生産・販売機能（1994 合弁）→撤退（2005） 
タイ 

 
≪GK 社≫ 

主な事業内容 造園及び環境緑化に関する各種コンサルティング 

拠点設立・撤退の状況 韓国      コンサルティング機能（2006）→撤退（2007） 
 
≪ST 社≫ 

主な事業内容 工作機械（マシニングセンタ、フライス盤など）製造 

拠点設立・撤退の状況 米国      販売機能（独資）→撤退（2004） 
 

以上 
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